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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

1 総
障害児(者）の
支援に関する
事務

療育体制や障害児
者の居場所などの
整備

障害
サービ
ス事業
所

政
策
事業の進捗
状況

施設誘致 施設誘致
施設設置・
誘致

施設誘致
市内に日中一時支援
事業所2カ所が新規
に事業開始した。

Ａ
障害児(者）の
支援に関する事
務

医療機関、
専門機関、
関係機関と
連携し、ラ
イフステー
ジや分野を
横断した継
続的な支援
な支援体制
の一層の強
化をする。

障害
児
（者
）

政
策

障害児を対
象とする日
中一時支援
事業者数

6か所 　　
(7か所）

6か所 　　
(8か所）

７か所 　　
(9か所）

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
な
し

なし

予
算
な
し

1
障害児(者）の
支援に関する
事務

民間の事業所
の誘致及び支
援

日中一時支援
事業所数

６箇所 ８箇所
障害児(者）の
支援に関する事
務

民間の事業所
の誘致及び支
援

日中一時支
援事業者数

6カ所

業
務
計
画

予
算
な
し

2 総
成年後見制度
利用支援事業

成年後見制度を利
用する必要がある
と認められるにも
関わらず、経済的
理由などで制度を
利用できない場合
の支援

知的障
害者・
精神障
害者

政
策

利用者数
（申立件数
＋後見人報
酬対象件
数）

年８件 年１２件 年１２件 2,646 ５件

成年後見制度を利用
する必要があるケー
スについては、相談
に応じ、申立および
後見人等を依頼し
た。

Ａ 成年後見制度利
用支援事業

成年後見制度の利
用が有効と認めら
れる障害者に対
し、その利用を支
援することによ
り、権利擁護を図
る。

障害
者

政
策

利用者数
（申立およ
び後見人報
酬件数）　
（適切に対応
できた割合）

10件　　　
　
（100％）

10件　　　
　
（100％）

10件　　　
　
（100％）

3,158

業
務
計
画

未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

2
成年後見制度
利用支援事業

成年後見制度
における市長
申立に係る事
務

家庭裁判所へ
の申立件数

年９件 年３件 172
成年後見制度利
用支援事業

成年後見制度
における市長
申立に係る事
務

申立件数
（精神鑑定
含む）

８件 348

業
務
計
画

維
持

2
成年後見制度
利用支援事業

成年後見制度
における利用
支援

後見人依頼件
数

年３件 年２件 216
成年後見制度利
用支援事業

成年後見制度
における利用
支援

報酬件数 ２件 552

業
務
計
画

維
持

2
成年後見制度
利用支援事業

成年後見支援
センター運営
費（高齢福祉
介護課ととも
に委託）按分
1／2

相談件数 年600件 年479件 2,258
成年後見制度利
用支援事業

成年後見支援
センター運営
費（高齢福祉
介護課ととも
に委託）按分
1／2

相談件数 ６００件 2,258

業
務
計
画

維
持

3 総
重度障害者医
療費助成事業

重度障害者の福祉
の増進

重度障
害者

政
策
助成件数

年
108,510
件

年
113,930
件

年
119,630
件

639,760
年
110,7
26件

対象者に対し、
適切に事務を行
い、医療費助成
をした。

Ａ 重度障害者医療
費助成事業

重度障害者にかか
る負担を軽減する
ことにより、地域
で安定した生活を
営めるよう支援す
る。

重度
障害
者

政
策

助成件数
119,630
件

125,610
件

131890
件

670,574

業
務
計
画

未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

3
重度障害者医
療費助成事業

助成対象者へ
の医療証交付

交付件数
年５００
件

年４８６
件

113
重度障害者医療
費助成事業

助成対象者へ
の医療証交付

交付件数
年５００
件

205

業
務
計
画

維
持

3
重度障害者医
療費助成事業

助成対象者へ
の助成件数

助成件数
年
113,93
0件

年
110,72
6件

637,738
重度障害者医療
費助成事業

助成対象者へ
の助成件数

助成件数
年
119,63
0件

668,460

業
務
計
画

維
持

3
重度障害者医
療費助成事業

県費補助金申
請事務

申請の回数 ５回 ７回
重度障害者医療
費助成事業

県費補助金申
請事務

申請の回数 ５回

業
務
計
画

予
算
な
し

3
重度障害者医
療費助成事業

医療費助成シ
ステム賃借料
の支払い

支払回数 月１回 月１回 1,909
重度障害者医療
費助成事業

医療費助成シ
ステム賃借料
の支払い

支払回数 月１回 1,909

業
務
計
画

維
持

4 総

重度障害者の
支援、特別障
害者手当（市
手当）の支給
に関する事務

重度障害者の支
援、特別障害手当
（市手当）の支給

支給対
象者

政
策
受給時期

４月・８
月・１１月

４月・８
月・１１月

４月・８
月・１１月

126,083
4月、8
月、11
月

チェック体制を
整備し、対象者
に対し、市手当
を支給した。

Ｂ
茅ヶ崎市重度障
害者福祉手当の
支給に関する事
務

在宅の重度
障害児・者
への日常生
活を経済的
に支援

支給
対象
者

政
策

対象者数 4,670人 4,790人 4,910人 130,000 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

4

重度障害者の
支援、特別障
害者手当（市
手当）の支給
に関する事務

在宅重度障害
者支援の為、
福祉手当（市
手当）を支給

支払回数
（受給人数）

年３回
（4,550
人）

年３回
（4,915
人）

126,083

茅ヶ崎市重度障
害者福祉手当の
支給に関する事
務

在宅重度障害
者支援の為、
福祉手当（市
手当）を支給

支払回数
（受給人
数）

年３回
（4,670
人）

130,000
維
持

5 総

重度障害者へ
のタクシー利
用の助成に関
する事務

障害者の社会参
加、生活圏の拡大
を図る。

在宅重
度障害
者

政
策
支給月 年１２回 年１２回 年１２回 56,095 年12回

助成対象者は増
加しており、成
果がでている。

Ａ
重度障害者への
タクシー利用の
助成に関する事
務

在宅の重度
障害児・者
の積極的な
社会参加と
生活圏の拡
大を図る。

在宅
重度
障害
児・
者

政
策

助成件数 81,500 84,400 87,300 57,569 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

5

重度障害者へ
のタクシー利
用の助成に関
する事務

タクシーの基
本料金の支払

助成件数
77,380
件

85,588
件

55,413

重度障害者への
タクシー利用の
助成に関する事
務

タクシーの基
本料金の支払

助成件数
81,500
件

56,869
維
持

5

重度障害者へ
のタクシー利
用の助成に関
する事務

タクシー券の
交付

支払回数
（交付人数）

年12回
(年
2,700
人)

年12回
(年
2,832
人)

682

重度障害者への
タクシー利用の
助成に関する事
務

タクシー券の
交付

支払回数
（交付人数）

年１２回
（2,800
人）

700
維
持

6 総

身体障害者へ
の自動車燃料
費の助成に関
する事務

障害者の社会参
加、生活圏の拡大
を図る。

在宅重
度障害
者で自
家用車
を運転
する者

政
策
支払時期

７月および
１月

７月および
１月

７月および
１月

1,443
7月お
よび1
月

助成対象者は減
少しているが、
適切に事務を行
い、成果はでて
いる。

Ａ
身体障害者への
自動車燃料費の
助成に関する事
務

身体障害児
（者）の自立し
た生活と社会参
加を支援し、福
祉の増進を図
る。

身体
障害
児
（者
）

政
策

助成件数 年720件 年720件 年720件 1,890 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

6

身体障害者へ
の自動車燃料
費の助成に関
する事務

使用した自動
車燃料費の精
算に係る事務

支払回数
（助成件数）

年２回
(720件)

年２回
(588件)

1,443

身体障害者への
自動車燃料費の
助成に関する事
務

使用した自動
車燃料費の精
算に係る事務

助成件数 年720件 1,890
維
持

7 総
障害者通所交
通費の助成に
関する事務

障害者の通所支援

障害者
で施設
に通所
してい
る者

政
策
支払時期

１月、４
月、７月お
よび１０月

１月、４
月、７月お
よび１０月

１月、４
月、７月お
よび１０月

24,350

1月、4
月、7
月およ
び10月

通所する障害者
は増加してお
り、成果はでて
いる。

Ａ
障害者通所交通
費の助成に関す
る事務

施設に通所
することに
より障害者
の社会参加
を促進す
る。

障害
者

政
策

利用者数 年540人 年580人 年620人 25,620 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

7
障害者通所交
通費の助成に
関する事務

通所実績に応
じた交通費の
支払

支払回数
(利用者数)

年４回
(470人)

年４回
(525人)

24,350
障害者通所交通
費の助成に関す
る事務

通所実績に応
じた交通費の
支払

利用者数
年540人 25,620

維
持

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分
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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

8 総
ＳＯＳネット
ワーク事業

障害児（者）が行
方不明になった時
の早期発見、本人
の安全、家族の安
心を支えるシステ
ム

障害者
および
家族

政
策

防災無線利
用者数　　
（適切に対応
できた割合）

年５人
（100％）

年５人
（100％）

年５人
（100％）

120
３人
（100％
）

適切な体制整備
はされており、
成果がでてい
る。

Ａ ＳＯＳネット
ワーク事業

行方不明になる恐れの
ある障害児（者）をあ
らかじめ登録すること
により、障害児（者）
が行方不明となった場
合に関係機関が連携し
て早期に発見、保護
し、家族の不安を和ら
げる。

障害
児
（者
）

政
策

利用日数 　
（適切に対応
できた割合）

3日　　
（100％）

3日　　
（100％）

3日　　
（100％）

353 未 高 高 高
現状
維持

な
し

あり

ケットワー
ク会議の開
催による情
報交換

維
持

8
ＳＯＳネット
ワーク事業

ＳＯＳネット
ワーク事業委
託

委託契約数 １箇所 １箇所 120
ＳＯＳネット
ワーク事業

ＳＯＳネット
ワーク事業委
託

委託契約数 １か所 308
維
持

8
ＳＯＳネット
ワーク事業

一時保護（短
期入所）

利用日数 3日 0日 0
ＳＯＳネット
ワーク事業

一時保護（短
期入所）

利用日数 ３日 45
維
持

9 総
障害者虐待防
止事業

障害者虐待防止法
に基づき、市が通
報、届出の窓口と
なる。当該障害者
の安全の確認と必
要な措置を講ず
る。

障害者
及び養
護者等

政
策
- - - - 67

セン
ター設
置1カ
所

２４年１０月よ
り法施行され事
業実施。適切な
体制整備はされ
ており、成果が
でている。

Ａ 障害者虐待防止
に関する事業

障害者の虐待の防
止、養護者に対する
支援等に関する施策
を促進し、障害者の
権利利益の擁護に資
することを目的とす
る。

障害
者お
よび
養護
者等

政
策

センター設
置箇所　　　
　（適切に対
応できた割
合）

1か所
（100％）

1か所
（100％）

1か所
（100％）

113

業
務
計
画

未 高 中 高 拡大

位
置
付
け
な
い
が
取

り
組
み
を
進
め
る

あり

広域の一時
保護施設の
確保を県へ
要望してい
く。

維
持

9
障害者虐待防
止事業

虐待防止セン
ターの設置

設置箇所数 １箇所 １箇所
障害者虐待防止
に関する事業

研修会開催お
よび周知

講師謝礼 1回 40

業
務
計
画

位
置
付
け
な
い
が
取

り
組
み
を
進
め
る

その他 25年度

通報や相談
に対する適
切で迅速な
対応

25

職員のスキル
アップに努
め、センター
運営の円滑化
を図る。

維
持

9
障害者虐待防
止事業

一時保護（短
期入所）

利用日数 5日 ０日 0
障害者虐待防止
に関する事業

周知用グッズ
作成

周知用グッ
ズ作成

500個 27

業
務
計
画

維
持

9
障害者虐待防
止事業

研修会開催お
よび周知

研修会開催 1回 1回 67
障害者虐待防止
に関する事業

一時保護（短
期入所）

利用日数 5日 46

業
務
計
画

維
持

10 総
重症心身障害
児者通所加算
に関する事務

重症心身障害児者
を受け入れる施設
の支援

障害者
施設

政
策
支払時期

９月および
３月

９月および
３月

９月および
３月

2,160
9月お
よび3
月

重症心身障害児
者を受け入れる
施設は少ない
が、加算するこ
とにより成果が
でている。

Ａ
重症心身障害児
者通所加算に関
する事務

介護を行うこ
とが困難な重
症心身障害者
の日中におけ
る居場所の確
保をする。

重症
心身
障害
者

政
策

利用者数 年11人 年12人 年13人 2,640 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

10
重症心身障害
児者通所加算
に関する事務

特別加算の助
成

支払回数
(対象人数)

年２回
(10人)

年２回
(9人)

2,160
重症心身障害児
者通所加算に関
する事務

特別加算の助
成

利用者数 年11人 2,640
維
持

11 総
福祉総合シス
テムに係る事
務

障害者情報の管理 障害者

定
例
定
型

支払回数 月１回 月１回 月１回 31,188 月1回

システム利用に
より、障害者情
報の管理が適切
に実施されてい
る。

Ａ 福祉総合システ
ムに係る事務

障害福祉
サービス等
の事務を効
率的、迅速
的、的確に
行う。

障害
者、
サー
ビス
事業
者

定
例
定
型

支払回数 月1回 月1回 月1回 13,468 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

11
福祉総合シス
テムに係る事
務

システム改修
に要する委託
料の支払

支払回数 年１回 年１回 3,934
福祉総合システ
ムに係る事務

システム改修
に要する委託
料の支払

支払回数 年１回 2,400
維
持

11
福祉総合シス
テムに係る事
務

システム改修
に要する委託
料の支払

支払回数 年１回 年２回 16,259

予
算
な
し

11
福祉総合シス
テムに係る事
務

使用料及び賃
借料の支払

支払回数 月１回 月１回 10,365
福祉総合システ
ムに係る事務

使用料及び賃
借料の支払

支払回数 月１回 10,438
維
持

11
福祉総合シス
テムに係る事
務

使用料及び賃
借料の支払
（請求チェッ
クシステム）

支払回数 年２回 年２回 630
福祉総合システ
ムに係る事務

使用料及び賃
借料の支払
（請求チェッ
クシステム）

支払回数 年２回 630
維
持

12 総

障害者のス
ポーツ育成と
健康の増進事
業

障害者の社会参加
支援

対象者
政
策
全国大会参
加者

年４人 年４人 年４人 422 年２人

全国大会出場者
が2名おり、適
切に事務を行っ
ている。

Ｂ
障害者のスポー
ツ育成と健康の
増進事業

障害者がス
ポーツに接
する機会を
増やす。

障害
者

政
策

全国大会参
加者

年4人 年4人 年4人 391 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

12

障害者のス
ポーツ育成と
健康の増進事
業

負担金の支払
（県障害者ス
ポーツ大会振
興協議会）

支払回数 年１回 年１回 40
障害者のスポー
ツ育成と健康の
増進事業

負担金の支払
（県障害者スポー
ツ大会振興協議
会）

支払回数 年１回 40
維
持

12

障害者のス
ポーツ育成と
健康の増進事
業

報償費の支払
(全国大会参
加者）

対象者数 年４人 年２人 10
障害者のスポー
ツ育成と健康の
増進事業

報償費の支払
(全国大会参
加者）

対象者数 年４人 20
維
持

12

障害者のス
ポーツ育成と
健康の増進事
業

参加者への昼
食支給
(県スポーツ
大会）

支給回数 年５回 年５回 67
障害者のスポー
ツ育成と健康の
増進事業

参加者への昼
食支給
(県スポーツ
大会）

支給回数 年５回 100
維
持

12

障害者のス
ポーツ育成と
健康の増進事
業

参加者のため
のバスの借り
上げ(県ス
ポーツ大会）

バスの借り上
げ回数

年５回 年４回 305
障害者のスポー
ツ育成と健康の
増進事業

参加者のため
のバスの借り
上げ(県ス
ポーツ大会）

バスの借り
上げ回数

年４回 231
維
持

13 総
ふれあい作品
展に関する事
務

地域作業所等の活
動成果の展示と販
売

障害者

定
例
定
型

開催回数 年２回 年２回 年２回 年２回

場所の確保によ
り、開催回数は
目標を達成し、
成果が出てい
る。

Ａ ふれあい作品展
に関する事務

ふれあい作品
展の実施によ
る作業意欲の
向上と作品展
示即売を通し
て交流を深め
る。

障害
者

定
例
定
型

ふれあい作
品展に関す
る事務

年２回 年２回 年２回 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

13
ふれあい作品
展に関する事
務

ふれあい作品
展の実施に向
けた支援

作品展の開催
回数

年２回 年２回
ふれあい作品展
に関する事務

ふれあい作品
展の実施に向
けた支援

開催回数 年２回

予
算
な
し

14 総
障害者団体に
関する事務

障害者団体との協
議や連絡に関する
こと全般

障害者
団体等

定
例
定
型

適切に連絡
調整を行っ
た割合

１００％ １００％ １００％ 100%

各障害者団体と
の協議をするこ
とにより、意見
や要望に対応し
た。

Ａ 障害者団体に関
する事務

障害者の自立
と社会参加の
支援のため、
障害者団体と
連携協力して
いく。

障害児
（者）
および
関係機
関

定
例
定
型

適切な連絡
調整

100％ 100％ 100％ 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし

予
算
な
し

14
障害者団体に
関する事務

障害者団体と
の協議や連絡
に関すること
全般

適切に連絡等
を行った割合

１００％ １００％
障害者団体に関
する事務

障害者団体と
の協議や連絡
に関すること
全般

適切な連絡
調整

100%

予
算
な
し

15 総
車椅子の貸出
事業

車椅子の貸出
利用希
望者

定
例
定
型

車椅子の貸
出台数

年５０台 年５０台 年５０台 19
年７２
台

車椅子の貸出台
数は目標を達成
し、成果が出て
いる。

Ａ 車椅子の貸出事
業

一時的に車
椅子を貸出
し、生活に
支障がない
ように支援
する。

車椅
子が
必要
な市
民

定
例
定
型

車椅子の貸
出台数

年100台 年100台 年100台 25 未 中 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

15
車椅子の貸出
事業

貸出用車椅子
の修理

修理が必要な
車椅子の台数

５台 １０台 19
車椅子の貸出事
業

貸出用車椅子
の修理

修理が必要
な車椅子の
台数

５台 25
維
持

15
車椅子の貸出
事業

車椅子貸出事
業

貸出台数 年５０台 年７２台
車椅子の貸出事
業

車椅子貸出事
業

貸出台数 年100台

予
算
な
し

16 総
在宅給食サー
ビスに係る事
務

障害者の日常生活
支援

単身の
障害者

定
例
定
型

利用者数 ５人 ５人 ５人 0人

配食を希望する
新規ケースは、
民間の宅配業者
を活用したため
当該事業の活用
はなかった。

Ｃ 在宅給食サービ
スに係る事務

炊事の支度が
困難な一人暮
らしの障害者
等に、週5日を
限度に昼食を
提供、安否確
認を行う。

一人
暮ら
しの
障害
者等

定
例
定
型

利用者数 　
（適切に対応
できた割合）

4人
（100％）

3人
（100％）

3人
（100％）

未 低 高 高 縮小

位
置
付
け
な
い
が
取

り
組
み
を
進
め
る

なし

予
算
な
し

16
在宅給食サー
ビスに係る事
務

有料での宅配
給食サービス
の実施

利用者数 月５人 月０人
在宅給食サービ
スに係る事務

有料での宅配
給食サービス
の実施

利用者数 4人

位
置
付
け
な
い
が
取

り
組
み
を
進
め
る

その他 25年度
効率的な事
業運営 25

安全・安心に関
わる事業である
ため広報（案内
冊子・ホーム
ページなど）は
継続する。

予
算
な
し

17 総
国保連報酬手
数料の支払い
に関する事務

国保連報酬手数料
の支払い

対象者
政
策
支払回数 年１２回 年１２回 年１２回 4,242 年12回

請求事務を適切
に行い、成果が
でている。

Ａ
国保連報酬手数
料の支払いに関
する事務

自立支援給付費
等の支払いを国
保連に依頼する
ことで効率よく
適正な支払いが
できることを目
的とする。

サー
ビス
提供
事業
所

政
策

支払回数 年１２回 年１２回 年１２回 4,362 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

17
国保連報酬手
数料の支払い
に関する事務

身体障害者更
生医療診療報
酬手数料の支
払

支払件数 年２４件 年２４件 50
国保連報酬手数
料の支払いに関
する事務

身体障害者更
生医療診療報
酬手数料の支
払

支払件数 年２４件 40
維
持

17
国保連報酬手
数料の支払い
に関する事務

療養介護医療
支払い事務手
数料の支払

支払回数 年１２回 年１２回 9
国保連報酬手数
料の支払いに関
する事務

療養介護医療
支払い事務手
数料の支払

支払回数 年１２回 2
維
持

17
国保連報酬手
数料の支払い
に関する事務

国保連への手
数料の支払

支払回数 年１２回 年１２回 4,183
国保連報酬手数
料の支払いに関
する事務

国保連への手
数料の支払

支払回数 年１２回 4,320
維
持

17
国保連報酬手
数料の支払い
に関する事務

国保連への手
数料の支払い
に関する書類
整理、入力

入力回数 年１２回 年１２回
国保連報酬手数
料の支払いに関
する事務

国保連への手
数料の支払い
に関する書類
整理、入力

入力回数 年１２回

予
算
な
し

18 総
地域自立支援
協議会の運営
に関する事務

関係機関とのネッ
トワークの構築、
社会資源の活用、
課題の整理、新た
な資源の開発、改
善を目指す。

障害福
祉関係
者

政
策
会議開催回
数

年２５回 年２５回 年２５回 160
年２０
回

各会議を通し、
課題抽出・情報
共有が実現し、
成果がでてい
る。

Ａ
地域自立支援協
議会の運営に関
する事務

関係機関との
ネットワークの
構築、社会資源
の活用、課題の
整理、新たな資
源の開発、改善
を目指す。

障害
福祉
関係
者

政
策

会議開催回
数

年２５回 年２５回 年２５回 105

業
務
計
画

未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

18
地域自立支援
協議会の運営
に関する事務

自立支援協議
会に係る事務

会議開催回数 年２５回 年２０回 160
地域自立支援協
議会の運営に関
する事務

自立支援協議
会に係る事務

会議開催回
数

年２５回 90

業
務
計
画

維
持

18
地域自立支援
協議会の運営
に関する事務

自立支援協議
会に係る事務

地域自立支援
協議会資料の
作成

年２５
回

年２０
回

0
地域自立支援協
議会の運営に関
する事務

自立支援協議
会に係る事務

地域自立支
援協議会資
料の作成

年２５回 5

業
務
計
画

維
持

18
地域自立支援
協議会の運営
に関する事務

自立支援協議
会に係る事務

地域自立支援
協議会事務用
パンフの作成

年１回 年０回 0
地域自立支援協
議会の運営に関
する事務

自立支援協議
会に係る事務

地域自立支
援協議会事
務用パンフ
の作成

年１回 10

業
務
計
画

維
持

18
地域自立支援
協議会の運営
に関する事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
地域自立支援協
議会の運営に関
する事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件

業
務
計
画

予
算
な
し

19 総
特別障害者手
当（国手当）
に関する事務

重度障害者の支
援、特別障害手当
（国手当）の支給

支給対
象者

政
策
支給回数 年４回 年４回 年４回 62,382 年４回

対象者に対し、
適切に事務を行
い、国手当を支
給した。

Ａ
特別障害者手当
（国手当）に関
する事務

障害児・者
の経済的な
支援を目的
とする。

支給
対象
者

政
策

対象者数 261人 265人 269人 63,453 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

19
特別障害者手
当（国手当）
に関する事務

在宅重度障害
者支援の為、
特別障害手当
等（国手当）
を支給

支給回数
(対象者数)

年４回
(256人)

年４回
(246人)

62,244
特別障害者手当
（国手当）に関
する事務

在宅重度障害
者支援の為、
特別障害手当
等（国手当）
を支給

対象者数 261人 63,280
維
持
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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

19
特別障害者手
当（国手当）
に関する事務

手当の支給の
ための審査会
事務

審査会開催回
数

15回 12回 138
特別障害者手当
（国手当）に関
する事務

手当の支給の
ための審査会
事務

審査会開催
回数

15回 173
維
持

19
特別障害者手
当（国手当）
に関する事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
特別障害者手当
（国手当）に関
する事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件

予
算
な
し

20 総
障害者表彰に
係る事務

障害者の表彰のた
め

表彰対
象者

定
例
定
型

表彰者数 年４人 年４人 年４人 60 年2人

表彰該当者が目
標より少なかっ
たが、事務は適
切に実施してい
る。

Ｂ 障害者表彰に係
る事務

障害者の自
立と社会復
帰を促進す
る。

障害
者、
介護
者

定
例
定
型

表彰者数 年6人 年6人 年6人 75 未 中 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

20
障害者表彰に
係る事務

審査会の開催
表彰対象者の
選考回数

年１回 年１回 35
障害者表彰に係
る事務

審査会の開催
表彰対象者
の選考回数

年１回 35
維
持

20
障害者表彰に
係る事務

賞状の筆耕に
係る事務

賞状の作成枚
数

年６枚 年2枚 13
障害者表彰に係
る事務

賞状の筆耕に
係る事務

賞状の作成
枚数

年６枚 20
維
持

20
障害者表彰に
係る事務

対象者の調査
及び推薦

調査及び推薦
の時期

平成２４
年７月

平成２４
年７月

障害者表彰に係
る事務

対象者の調査
及び推薦

調査及び推
薦の時期

平成２５
年７月

予
算
な
し

20
障害者表彰に
係る事務

表彰式の開催 開催回数 年１回 年１回 12
障害者表彰に係
る事務

表彰式の開催 開催回数 年１回 20
維
持

20
障害者表彰に
係る事務

対象者の調査
及び推薦

表彰者数
(推薦対象者
数)

年４人
(年４人)

年２人
(年２人)

障害者表彰に係
る事務

対象者の調査
及び推薦

表彰者数
(推薦対象
者数)

年６人
(年６人)

予
算
な
し

21 総

精神通院医療
（自立支援医
療）受給者証
の交付事務

自立支援医療受給
者証等の発送に関
する事業

障害者
政
策
郵送件数 年4400通 年4700通 年5000通 3,076

年
3,108
件

受給者証の交付
事務は適切に実
施している。

Ａ
自立支援医療
（精神通院医
療）受給者証の
交付事務

精神障害者等の通
院医療費の自己負
担分の一部を支給
することにより、
通院治療を促進す
るとともに経済的
支援を行うため、
受給者証を交付す
る。

精神
障害
者等

政
策

郵送件数 年3200人 年3200人 年3200人 4,696 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

21

精神通院医療
（自立支援医
療）受給者証
の交付事務

受給者証の
発送

郵送件数
年4,700
件

年3108
件

1,198

自立支援医療
（精神通院医
療）受給者証の
交付事務

受給者証の発
送

郵送件数
年3,200
人

1,084
維
持

21

精神通院医療
（自立支援医
療）受給者証
の交付事務

受給者証の発
送用封筒の作
成

作成枚数
年3,200
件

年3,000
件

73

自立支援医療
（精神通院医
療）受給者証の
交付事務

受給者証の発
送用封筒の作
成

作成枚数
年3,200
人

74
維
持

21

精神通院医療
（自立支援医
療）受給者証
の交付事務

受給者証の受
付

受付件数
年3,200
件

年3,684
件

1,805

自立支援医療
（精神通院医
療）受給者証の
交付事務

受給者証の受
付

非常勤嘱託
職員数

４人 3,538
維
持

22 総
障害児通所施
設の運営・管
理

障害児通園施設の
運営・管理

心身障
害児

政
策
指定管理料
の支払回数

年２回 年２回 年２回 156,146 年2回

利用者数の目標
を達成し、適切
に事業を実施す
ることができ
た。

Ａ 障害児通所施設
の運営・管理

障害児通園施
設の運営・管
理を目的とす
る。

障害児
事業者

政
策

指定管理料
の支払い　
(月利用者数）

年2回　　
（120人）

年2回　　
（120人）

年2回 　　
（120人）

163,263 未 高 高 高
現状
維持

あ
り なし

維
持

22
障害児通所施
設の運営・管
理

運営・管理に
係る協定及び
指定管理料

契約及び委託
料支払時期
(月利用者
数）

平成２４
年４月及
び１０月
(120人)

平成２４
年４月及
び１０月
(124人)

153,500
障害児通所施設
の運営・管理

運営・管理に
係る協定及び
指定管理料

契約及び委
託料支払時
期
(月利用者
数）

平成２５
年４月及
び１０月
(120人)

163,063
あ
り

③外郭団体の経
営改善

２７年度

外郭団体見
直し基本方
針に基づく
経営改善の
推進

27

指定管理者選
定に当たり公
募も視野に入
れた対応がで
きるよう組織
の充実・強化
を図る。

維
持

22
障害児通所施
設の運営・管
理

運営に係る協
議及び連絡

協議等の回数 月１回 月１回
障害児通所施設
の運営・管理

運営に係る協
議及び連絡

協議等の回
数

月１回

予
算
な
し

22
障害児通所施
設の運営・管
理

入園・退園に
係る事務

入園・退園の
事務処理件数

年５０件 年９６件
障害児通所施設
の運営・管理

入園・退園に
係る事務

入園・退園の
事務処理件数

年５０件

予
算
な
し

22
障害児通所施
設の運営・管
理

サービス料金
の徴収事務

徴収回数 年１２回 年１２回
障害児通所施設
の運営・管理

サービス料金
の徴収事務

徴収回数 年１２回

予
算
な
し

22
障害児通所施
設の運営・管
理

小規模施設修
繕

修繕箇所数 ２箇所 ３箇所 777
障害児通所施設
の運営・管理

小規模施設修
繕

修繕箇所数 ２箇所 200
維
持

22
障害児通所施
設の運営・管
理

施設工事 工事箇所 １箇所 １箇所 1,869

予
算
な
し

22
障害児通所施
設の運営・管
理

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

障害児通所施設
の運営・管理

指定管理業務モ
ニタリング
（月次報告）

月次報告の
評価回数

年１２回
（月１
回）

予
算
な
し

22
障害児通所施
設の運営・管
理

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
障害児通所施設
の運営・管理

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の
評価回数

年１回

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

22
障害児通所施
設の運営・管
理

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年０回
障害児通所施設
の運営・管理

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実
施回数

年１回
維
持

22
障害児通所施
設の運営・管
理

指定管理業務
モニタリング
（実施調査）

導入施設への
実施調査回数

１施設×
年２回

年１回
障害児通所施設
の運営・管理

指定管理業務モ
ニタリング
（実施調査）

導入施設へ
の実施調査
回数

１施設×
年２回

予
算
な
し

23 総
障害者ふれあ
い活動ホーム
の運営・管理

障害者ふれあい活
動ホームの運営・
管理

活動
ホーム
利用者

政
策
指定管理料
の支払回数

年２回 年２回 年２回 109,327 年２回

利用者数の目標
を達成し、適切
に事業を実施す
ることができ
た。

Ａ
障害者ふれあい
活動ホームの運
営・管理

ふれあい活動
ホームの運
営・管理を目
的とする。

障害者
事業者

政
策

指定管理料
の支払い 　
(月利用者数）

年2回 　　
（74人）

年2回 　　
（74人）

年2回 　　
（74人）

107,571 未 高 高 高
現状
維持

あ
り なし

維
持

23
障害者ふれあ
い活動ホーム
の運営・管理

運営・管理に
係る協定及び
指定管理料

契約及び委託
料支払時期
(月利用者数）

平成２４
年４月及
び１０月
(７４人)

平成２４
年４月及
び１０月
(７６人)

107,712
障害者ふれあい
活動ホームの運
営・管理

運営・管理に
係る協定及び
指定管理料

契約及び委
託料支払時
期
(月利用者数）

平成２５
年４月及
び１０月
(７４人)

107,331
あ
り

③外郭団体の経
営改善

２７年度

外郭団体見
直し基本方
針に基づく
経営改善の
推進

27

指定管理者選
定に当たり公
募も視野に入
れた対応がで
きるよう組織
の充実・強化
を図る。

維
持

23
障害者ふれあ
い活動ホーム
の運営・管理

運営に係る協
議及び連絡

協議等の回数 月１回 月１回
障害者ふれあい
活動ホームの運
営・管理

運営に係る協
議及び連絡

協議等の回
数

月１回

予
算
な
し

23
障害者ふれあ
い活動ホーム
の運営・管理

入所に係る事
務

入所の事務処
理件数

年５件 年１７件
障害者ふれあい
活動ホームの運
営・管理

入所に係る事
務

入所の事務
処理件数

年５件

予
算
な
し

23
障害者ふれあ
い活動ホーム
の運営・管理

サービス料金
の徴収事務

徴収回数 年１２回 年１２回
障害者ふれあい
活動ホームの運
営・管理

サービス料金
の徴収事務

徴収回数 年１２回

予
算
な
し

23
障害者ふれあ
い活動ホーム
の運営・管理

小規模施設修
繕

修繕箇所数 １箇所 １箇所 460
障害者ふれあい
活動ホームの運
営・管理

小規模施設修
繕

修繕箇所数 １箇所 240
維
持

23
障害者ふれあ
い活動ホーム
の運営・管理

施設工事 工事箇所 １箇所 １箇所 1,155

予
算
な
し

23
障害者ふれあ
い活動ホーム
の運営・管理

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

障害者ふれあい
活動ホームの運
営・管理

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の
評価回数

年１２回
（月１
回）

予
算
な
し

23
障害者ふれあ
い活動ホーム
の運営・管理

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
障害者ふれあい
活動ホームの運
営・管理

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の
評価回数

年１回

予
算
な
し

23
障害者ふれあ
い活動ホーム
の運営・管理

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年２回
障害者ふれあい
活動ホームの運
営・管理

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実
施回数

年１回

予
算
な
し

23
障害者ふれあ
い活動ホーム
の運営・管理

指定管理業務
モニタリング
（実施調査）

導入施設への
実施調査回数

１施設×
年２回

年１回
障害者ふれあい
活動ホームの運
営・管理

指定管理業務
モニタリング
（実施調査）

導入施設へ
の実施調査
回数

１施設×
年２回

予
算
な
し

24 総

認定調査およ
び市町村審査
会に関する事
務

障害福祉サービス
を受けるための障
害程度区分認定審
査

障害者
政
策
障害程度区
分認定者数

年６００人 年６００人 年６００人 5,910 650人

訓練等給付利用
者に対する認定
調査の実施とと
もに適切に認定
審査会を開催し
た。

Ａ
認定調査および
市町村審査会に
関する事務

障害福祉サー
ビスを利用す
るための障害
程度区分認定
調査の実施お
よび審査会を
開催する。

障害
者

政
策

審査会開催
回数

36回 36回 36回 6,299 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

24

認定調査およ
び市町村審査
会に関する事
務

審査会の開催
（報酬支払）

開催回数 年３６回 年３４回 2,858
認定調査および
市町村審査会に
関する事務

審査会の開催
（報酬支払）

開催回数 年３６回 3,132
維
持

24

認定調査およ
び市町村審査
会に関する事
務

資料の作成 作成回数 年３６回 年３４回 0
認定調査および
市町村審査会に
関する事務

資料の作成 作成回数 年３６回 14
維
持

24

認定調査およ
び市町村審査
会に関する事
務

資料の事前送
付

送付通数 ２００通 ２００通 87
認定調査および
市町村審査会に
関する事務

資料の事前送
付

送付通数 １８０通 71
維
持

24

認定調査およ
び市町村審査
会に関する事
務

封筒の印刷 印刷枚数 3,000枚 3,000枚 52
認定調査および
市町村審査会に
関する事務

封筒の印刷 印刷枚数 3,000枚 52
維
持

24

認定調査およ
び市町村審査
会に関する事
務

資料の作成 作成件数
年４３７
件

年４００
件

1,819
認定調査および
市町村審査会に
関する事務

資料の作成 作成件数
年４４５
件

1,984
維
持

24

認定調査およ
び市町村審査
会に関する事
務

医師の意見書
の郵送

郵送件数
年４２５
件

年４００
件

2
認定調査および
市町村審査会に
関する事務

医師の意見書
の郵送

郵送件数
年４１５
件

38
維
持

24

認定調査およ
び市町村審査
会に関する事
務

認定調査委託
料

委託件数
年２４０
件

年２６０
件

1,092
認定調査および
市町村審査会に
関する事務

認定調査委託
料

委託件数
年２４０
件

1,008
維
持
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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

24

認定調査およ
び市町村審査
会に関する事
務

障害程度区分
認定者数

認定者数 600人 650人
認定調査および
市町村審査会に
関する事務

障害程度区分
認定者数

認定者数 600人

予
算
な
し

25 総
自立支援給付
費に関する事
務

自立支援法の規定
に要介護給付に関
する支給決定

障害者
政
策
請求内容の
審査

月１回 月１回 月１回 2,129,046 月１回

個別支援ケース
の必要な相談に
応じ、各サービ
スの支給決定を
適切に実施し
た。

Ａ 自立支援給付費
等に関する事務

障害児・者の自立
した生活を行うた
め障害福祉サービ
スの提供及び請求
の適正な審査を行
い公費負担分の支
払いを行う。

障害
者・
サー
ビス
提供
事業

政
策

支払回数 月1回 月1回 月1回 2,255,204

業
務
計
画

未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

居宅介護に関
する支給決定

対象件数
年3,000
件

年2,797
件

192,988
自立支援給付費
等に関する事務

居宅介護に関
する支給決定

対象件数
年2,880
件

198,720

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

短期入所に関
する支給決定

対象件数 年600件 年628件 34,287
自立支援給付費
等に関する事務

短期入所に関
する支給決定

対象件数 年600件 34,080

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

生活介護に関
する支給決定

対象件数
年4,500
件

年4,717
件

873,949
自立支援給付費
等に関する事務

生活介護に関
する支給決定

対象件数
年4,500
件

924,960

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

生活介護・重
心通所に関す
る支給決定

対象件数 年８件 年10件 658

業
務
計
画

予
算
な
し

25
自立支援給付
費に関する事
務

児童デイサー
ビスに関する
支給決定

対象件数（24
年4月請求分）

年90件 年137件 7,007

業
務
計
画

予
算
な
し

25
自立支援給付
費に関する事
務

療養介護に関
する支給決定

対象件数 年168件 年197件 49,323
自立支援給付費
等に関する事務

療養介護に関
する支給決定

対象件数 年228件 57,456

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

共同生活介護
に関する支給
決定

対象件数
年1,380
件

年1,211
件

151,207
自立支援給付費
等に関する事務

共同生活介護
に関する支給
決定

対象件数
年1,320
件

172,920

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

施設入所支援
に関する支給
決定

対象件数
年1,980
件

年1,850
件

201,773
自立支援給付費
等に関する事務

施設入所支援
に関する支給
決定

対象件数
年1,860
件

204,600

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

行動援護に関
する支給決定

対象件数 年6件 年0件 0
自立支援給付費
等に関する事務

行動援護に関
する支給決定

対象件数 年12件 48

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

旧法施設に関
する支給決定

対象件数（24
年4月請求分）

年39件 年39件 6,591

業
務
計
画

予
算
な
し

25
自立支援給付
費に関する事
務

重度訪問介護
に関する支給
決定

対象件数 年12件 年11件 1,850
自立支援給付費
等に関する事務

重度訪問介護
に関する支給
決定

対象件数 年12件 1,620

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

療養介護医療
に関する支払

支払件数 年168件 年181件 13,250
自立支援給付費
等に関する事務

療養介護医療
に関する支払

支払件数 年228件 15,279

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

同行援護に関
する支払

支払件数 年360件 年413件 19,503
自立支援給付費
等に関する事務

同行援護に関
する支払

支払件数 年396件 19,008

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

共同生活援助
（グループ
ホーム）に係
る支給決定

対象件数 年84件 年85件 5,839
自立支援給付費
等に関する事務

共同生活援助
（グループ
ホーム）に係
る支給決定

対象件数 年108件 7,344

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

就労移行支援
に係る支給決
定

対象件数 年480件 年327件 54,327
自立支援給付費
等に関する事務

就労移行支援
に係る支給決
定

対象件数 年360件 60,120

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

就労継続支援
に係る支給決
定

対象件数
年1,980
件

年2,253
件

240,862
自立支援給付費
等に関する事務

就労継続支援
に係る支給決
定

対象件数
年2,304
件

250,368

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

自立訓練に係
る支給決定

対象件数 年228件 年158件 19,388
自立支援給付費
等に関する事務

自立訓練に係
る支給決定

対象件数 年204件 26,772

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

障害者の補足
給付に関する
支給決定

対象者数 272人 年244人 37,440
自立支援給付費
等に関する事務

障害者の補足
給付に関する
支給決定

対象者数 268人 39,888

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

高額障害福祉
サービス費に
関する支給決
定及び関連事
務

対象者数 年1０人 年1９人 400
自立支援給付費
等に関する事務

高額障害福祉
サービス費に
関する支給決
定及び関連事
務

対象者数 年8人 576

業
務
計
画

維
持
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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

25
自立支援給付
費に関する事
務

ケアプランの
作成及びケア
マネジメント

ケアプラン作
成件数

年120件 年104件 1,412
自立支援給付費
等に関する事務

ケアプランの作
成及びケアマネ
ジメント

ケアプラン
作成件数

年480件 6,672

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

単独型短期入
所利用支援事
業の実施

延利用日数 960日 934日 2,989
自立支援給付費
等に関する事務

単独型短期入
所利用支援事
業の実施

延利用日数 960日 3,072

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

短期入所利用
促進事業の実
施

延利用日数 144日 123日 1,033
自立支援給付費
等に関する事務

短期入所利用
促進事業の実
施

延利用日数 120日 1,008

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

共同生活介護
加算

対象件数
年1,080
件

年888件 14,655
自立支援給付費
等に関する事務

共同生活介護
加算

対象件数
年1,080
件

17,064

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

重度重複障害
個別支援事業

対象件数
年1,944
件

年7448
件

24,578
自立支援給付費
等に関する事務

重度重複障害
個別支援事業

対象件数
年8,160
件

26,928

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

医療的ケア支
援事業

対象件数
年1,944
件

年905件 2,860
自立支援給付費
等に関する事務

医療的ケア支援
事業

対象件数 年960件 3,033

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

共同生活援護
加算

対象件数 年84件 年76件 2,356
自立支援給付費
等に関する事務

共同生活援護
加算

対象件数 年84件 3,696

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

児童発達支援 対象件数 年900件
年1,186
件

106,017
自立支援給付費
等に関する事務

児童発達支援 対象件数
年1,164
件

114,072

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

放課後デイ
サービス

対象件数 年960件 年659件 51,214
自立支援給付費
等に関する事務

放課後デイ
サービス

対象件数 年744件 62,496

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

保育所等訪問
支援

対象件数 年１２件 年8件 93
自立支援給付費
等に関する事務

保育所等訪問
支援

対象件数 年60件 625

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

障害児相談支
援

対象件数 年480件 年26件 400
自立支援給付費
等に関する事務

障害児相談支
援

対象件数 年192件 2,669

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

高額障害児施
設給付費

対象件数 年５人 年５人 25
自立支援給付費
等に関する事務

高額障害児施
設給付費

対象件数 年12人 110

業
務
計
画

維
持

25
自立支援給付
費に関する事
務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
自立支援給付費
等に関する事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件

業
務
計
画

予
算
な
し

25
自立支援給付
費に関する事
務

請求内容の審
査

回数 月１回 月１回
自立支援給付費
等に関する事務

請求内容の審
査

回数 月１回

業
務
計
画

予
算
な
し

25
自立支援給付
費に関する事
務

やむを得ない
措置費

回数 随時 １回 1,069

25
自立支援給付
費に関する事
務

返還金 回数 随時 ２回 9,703

26 総
補装具給付費
に関する事務

身体障害（児）者
の機能を補完又は
代替えするものを
給付する

身体障
害
（児）
者

政
策
交付 随時 随時 随時 39,540 随時

必要時、相談に
応じ、適切に補
装具を交付して
いる。

Ａ 補装具給付費に
関する事務

身体障害者手帳
を所持している
方に対し、障害
特性に応じた補
装具費を助成す
る。

障害
児者

政
策

支払件数 470件 490件 510件 40,325 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

26
補装具給付費
に関する事務

身体障害者の
補装具（交
付、又は修
理）に関する
支給決定

費用の支払回
数

年310件 年365件 25,223
補装具給付費に
関する事務

身体障害者の
補装具（交
付、又は修
理）に関する
支給決定

費用の支払
件数

360件 18,784
維
持

26
補装具給付費
に関する事務

身体障害児の
補装具（交
付、又は修
理）に関する
支給決定

費用の支払回
数

年140件 年124件 14,317
補装具給付費に
関する事務

身体障害児の
補装具（交
付、又は修
理）に関する
支給決定

費用の支払
件数

150件 21,541
維
持

26
補装具給付費
に関する事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
補装具給付費に
関する事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 1件

予
算
な
し

27 総
更生医療（自
立支援医療）
に関する事務

障害程度の除去、
または軽減される
こと目的とした医
療

障害者
政
策
対象者数 ４３人 ５２人 ５２人 182,203 69人

対象者は増加し
ており、適切に
事務を実施して
いる。

Ａ
更生医療（自立
支援医療）に関
する事務

１８歳以上の身体
障害者で、その心
身の障害の状態の
軽減を図り、自立
した日常生活、社
会生活を営むため
に必要な医療給付
を行う。

障害
者

政
策

対象者数 74人 77人 81人 180,703 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

27
更生医療（自
立支援医療）
に関する事務

自立支援医療
費に関する支
給決定

対象者数 ５２人 69人 182,203
更生医療（自立
支援医療）に関
する事務

自立支援医療
費に関する支
給決定

対象者数 74人 180,703
維
持

27
更生医療（自
立支援医療）
に関する事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
更生医療（自立
支援医療）に関
する事務

国に対し負担
金・補助金の申
請・報告

件数 1件
維
持

28 総
特例交付金特
別対策事業に
関する事務

法律施行に伴う激
変緩和や経過的な
支援を行う

障害者
及び施
設

政
策
補助事業所 ９箇所 ９箇所 ９箇所 19,601

１３箇
所

制度改正に伴う
変化に対応した
支援を実施して
いる。

Ａ
特例交付金特別
対策事業に関す
る事務

障害福祉
サービスを
安定的に提
供するため
に事業所運
営の安定化
を図る。

障害
者及
び施
設

政
策

対象事業所
数

６箇所 ０箇所 ０箇所 1,655 完 高 高 高 終了
な
し

なし
維
持

28
特例交付金特
別対策事業に
関する事務

給付費等の支
払
(新体系定
着）

対象事業所数 年９箇所
年13箇
所

19,601
特例交付金特別
対策事業に関す
る事務

給付費等の支
払
(新体系定
着）

対象事業所
数

年６箇所 1,655
維
持

28
特例交付金特
別対策事業に
関する事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
特例交付金特別
対策事業に関す
る事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 １件
維
持

29 総
障害者住宅設
備改修の補助
に関する事務

在宅障害者の住宅
設備改修の補助

在宅障
害者で
住宅設
備改修
する者

政
策
利用者数 １５人 １５人 １５人 5,121 ２１人

必要な相談に応
じ、住宅設備改
修を実施してい
る。

Ａ
障害者住宅設備
改修の補助に関
する事務

重度障害者が在宅
において日常生活
を継続するため
に、必要となる住
宅改修に要する費
用を補助すること
により、障害者の
福祉の増進を図
る。

在宅
で生
活す
る重
度障
害者

政
策

補助件数 10件 10件 10件 5,000 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

29
障害者住宅設
備改修の補助
に関する事務

在宅障害者の
住宅設備改修
の補助

利用者数 年１５件 年２１件 5,121
障害者住宅設備
改修の補助に関
する事務

在宅障害者の
住宅設備改修
の補助

補助件数 年１０件 5,000
維
持

29
障害者住宅設
備改修の補助
に関する事務

県対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
障害者住宅設備
改修の補助に関
する事務

県対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件
維
持

30 総
障害者団体バ
ス借上料助成
事業

障害者団体の社会
活動参加支援

市内障
害者団
体

政
策
助成件数 年１０件 年１０件 年１０件 270 ５件

助成件数は少な
かったが、障害
者団体の社会活
動は支援してい
る。

Ｂ 障害者団体バス
借上料助成事業

障害者の社会活
動への参加を目
的として行う事
業への助成を行
うことにより、
障害福祉の向上
に寄与する。

障害者
および
家族で
構成さ
れる団
体

政
策

補助金の支
払回数

年6件 年6件 年6件 400 未 中 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

30
障害者団体バ
ス借上料助成
事業

障害者団体の
社会活動参加
及びレクリ
エーション活
動に係る支援
バス賃借料へ
の補助

助成件数 年１０件 年５件 270
障害者団体バス
借上料助成事業

障害者団体の社会
活動参加及びレク
リエーション活動
に係る支援バス賃
借料への補助

助成件数 年６件 400
維
持

31 総

グループホー
ム・ケアホー
ム設置促進事
業

グループホーム・
ケアホーム設置事
業者への支援

設置事
業者

政
策
交付決定 年１回 年１回 年１回 20,016 1回

グループホーム
等の設置につい
て必要な相談に
応じ、設備改
修、備品購入の
助成を実施して
いる。

Ａ
グループホー
ム・ケアホーム
設置促進事業

障害者の住
まいの場な
どのサービ
スを充実
し、社会参
加と自立を
促進する。

障害
者事
業者

政
策

利用者数 150人 165人 175人 33,000

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大

位
置
付
け
な
い
が

取
り
組
み
を
進
め

る なし
維
持

31

グループホー
ム・ケアホー
ム設置促進事
業

グループホー
ム・ケアホー
ム設置事業者
への補助（設
備）

補助金の対象
事業所

2事業所 2事業所 7,000
グループホー
ム・ケアホーム
設置促進事業

グループホー
ム・ケアホー
ム設置事業者
への補助（設
備）

補助金の対
象事業所

3事業所 15,000

業
務
計
画

位
置
付
け
な
い
が

取
り
組
み
を
進
め

る その他 25年度
適切な相談
対応 25

設置促進に向
けて整備費用
を補助すると
ともに、必要
な情報の提供
に努める。

維
持

31

グループホー
ム・ケアホー
ム設置促進事
業

グループホー
ム・ケアホー
ム設置事業者
への補助（備
品）

補助金の対象
事業所

3事業所 3事業所 3,000
グループホー
ム・ケアホーム
設置促進事業

グループホー
ム・ケアホー
ム設置事業者
への補助（備
品）

補助金の対
象事業所

3事業所 3,000

業
務
計
画

位
置
付
け
な
い
が

取
り
組
み
を
進
め

る その他 25年度
適切な相談
対応 25

設置促進に向
けて整備費用
を補助すると
ともに、必要
な情報の提供
に努める。

維
持

31

グループホー
ム・ケアホー
ム設置促進事
業

グループホー
ム・ケアホー
ムへの移行者
への家賃補助

補助金の対象
者数

５人 ７人 1,710
グループホー
ム・ケアホーム
設置促進事業

グループホー
ム・ケアホー
ムへの移行者
への家賃補助

補助金の対
象者数

５人 1,800

業
務
計
画

維
持

31

グループホー
ム・ケアホー
ム設置促進事
業

グループホー
ム・ケアホー
ム利用者への
家賃助成（市
単独）

補助金の対象
者数

９５人 ８８人 8,306
グループホー
ム・ケアホーム
設置促進事業

グループホー
ム・ケアホー
ム利用者への
家賃助成（市
単独）

補助金の対
象者数

110人 13,200

業
務
計
画

維
持

31

グループホー
ム・ケアホー
ム設置促進事
業

県対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年4件 年4件
グループホー
ム・ケアホーム
設置促進事業

県対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年4件

業
務
計
画

予
算
な
し

32 総

障害者地域生
活サポート事
業(交流等支
援・防災支
援）

障害者が地域で生
活するため、障害
者理解などの事業

地域交
流活動
団体等

政
策
助成件数 年４件 年４件 年４件 4,238 年５件

地域で生活する
障害者の理解を
促進するととも
に防災拠点の支
援を実施し、成
果がでている。

Ａ
障害者地域生活
サポート事業
(交流等支援・
防災支援）

障害者が地域で
生き生きと暮ら
すため、地域生
活を支える社会
資源の活用を図
り、地域生活移
行を促進する。

障害
者社
会福
祉法
人

政
策

助成件数 年5件 年5件 年5件 3,450 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

32

障害者地域生
活サポート事
業(交流等支
援・防災支
援）

地域交流支援
事業を行う事
業所への補助

施設数 ２箇所 ２箇所 1,280

障害者地域生活
サポート事業
(交流等支援・
防災支援）

地域交流支援
事業を行う事
業所への補助

施設数 ２箇所 1,200
維
持

32

障害者地域生
活サポート事
業(交流等支
援・防災支
援）

地域防災拠点
事業を行う事
業者への補助

施設数 ２箇所 ３箇所 2,958

障害者地域生活
サポート事業
(交流等支援・
防災支援）

地域防災拠点
事業を行う事
業者への補助

施設数 ３箇所 2,250
維
持
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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

32

障害者地域生
活サポート事
業(交流等支
援・防災支
援）

通所サービス
を行う事業所
への補助

施設数 ３箇所 ０箇所 0

予
算
な
し

32

障害者地域生
活サポート事
業(交流等支
援・防災支
援）

県対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年５件

障害者地域生活
サポート事業
(交流等支援・
防災支援）

県対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年５件

予
算
な
し

33 総
障害者就労支
援事業

障害者の就労支援
と雇用の促進を図
る

障害者
および
事業者

政
策
就労（訓
練）者数

１０人 １２人 １４人 7,604 ２１人

関係機関との
ネットワークを
活用し、就労支
援が強化され、
成果がでてい
る。

Ａ 障害者就労支援
事業

障害者のさま
ざまな活動の
場を確保・充
実し、就労支
援および雇用
の確保をす
る。

障害
者関係
機関

政
策

就労訓練者
数

16人 18人 20人 8,411

業
務
計
画

未 高 高 高
現状
維持

な
し

あり

圏域の会議
での情報交
換とイベン
トの開催

維
持

33
障害者就労支
援事業

障害者職場体
験事業

職場体験者数 ４人 ６人
障害者就労支援
事業

障害者職場体
験事業

職場体験者
数

6人 14

業
務
計
画

維
持

33
障害者就労支
援事業

就労支援事業
事務および
ジョブコーチ

活動日数 245日 245日 1,118
障害者就労支援
事業

就労支援事業
事務および
ジョブコーチ

活動日数 244日 2,379

業
務
計
画

維
持

33
障害者就労支
援事業

障害者の雇用 雇用者数 ２人 ２人 1,949
障害者就労支援
事業

障害者の雇用 雇用者数 2人 1,278

業
務
計
画

維
持

33
障害者就労支
援事業

障害者就労訓
練事業

就労訓練者数 ２人 ２人 157
障害者就労支援
事業

障害者就労訓
練事業

就労訓練者
数

4人 360

業
務
計
画

維
持

33
障害者就労支
援事業

負担金の支払
（地域就労援
助センター）

新規就労者数 ４人 １１人 4,380
障害者就労支援
事業

負担金の支払
（地域就労援助
センター）

新規就労者
数

4人 4,380

業
務
計
画

維
持

33
障害者就労支
援事業

障害者の就労
支援に関する
会議等の開催

開催回数 年２回 年２回
障害者就労支援
事業

障害者の就労
支援に関する
会議等の開催

開催回数 2回

業
務
計
画

予
算
な
し

33
障害者就労支
援事業

障害者就労協
力事業所への
奨励金の支払

申請受領、審
査、奨励金支
払及び精算の
回数

年４回 年０回 0

業
務
計
画

予
算
な
し

33
障害者就労支
援事業

就労相談窓口 開催回数 年48回 年48回
障害者就労支援
事業

就労相談窓口 開催回数 12回

業
務
計
画

予
算
な
し

34 総
店舗活用型就
労支援事業

空店舗を活用して
障害者の雇用の創
出

障害者
及び支
援者

政
策
就労訓練者
数

６人 ８人 １０人 16,608 １４人

11月に高砂コミセ
ンに「さぶれ」が
オープンし事業を拡
大した。より多くの
訓練生を受け入れ、
地域交流と就労へつ
ながり成果がでてい
る。

Ａ 店舗活用型就労
支援事業

店舗を活用
し障害者の
就労支援の
場として活
用する。

障害
者

政
策

就労訓練者
数

10人　　　
　（12
人）

10人　　　
　（13
人）

10人　　　
　（14
人）

19,410

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大

新
た
に
位
置
付
け

る なし
維
持

34
店舗活用型就
労支援事業

就労相談、受
注発注調整、
就労訓練の支
援、地域交流
の拠点

就労訓練者数 ８人 １４人 16,608
店舗活用型就労
支援事業

就労相談、受
注発注調整、
就労訓練の支
援、地域交流
の拠点

就労訓練者
数

10人 　
（12
人）

19,410

業
務
計
画

新
た
に
位
置
付
け
る

①事業実施主体
の最適化

26年度
官公需も含
めた受発注
の調整

26

優先調達推進
法の施行を踏
まえ、受発注
の相談窓口と
しての機能強
化を検討す
る。

維
持

35 総
災害時要援護
者支援制度
（障害者）

災害時要援護者支
援制度の整備

障害者
政
策
新規登録者
数

年５０人 年５０人 年５０人 2,178
１９４
人

実態調査などで
制度の活用を周
知し、大幅に新
規登録者が増加
した。

Ａ
災害時要援護者
支援制度（障害
者）

災害弱者であ
る障害者が災
害時に地域の
中で支援が受
けられる仕組
みづくり行
う。

障害
者

政
策

新規登録者
数

５０人 ５０人 ５０人 2,347

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
な
し

なし
維
持

35
災害時要援護
者支援制度
（障害者）

現況確認等の
発送・回収
（要援護者及
び地域支援
者）

発送数
年3,800
通

年3,527
通

326
災害時要援護者
支援制度（障害
者）

現況確認等の
発送・回収
（要援護者及
び地域支援
者）

発送数
年3,940
通

380

業
務
計
画

維
持

35
災害時要援護
者支援制度
（障害者）

地域支援者等
研修会の開催

開催回数 年１回 年２回 140
災害時要援護者
支援制度（障害
者）

地域支援者等
研修会の開催

開催回数 年１回 60

業
務
計
画

維
持

35
災害時要援護
者支援制度
（障害者）

要援護者登録
事務

新規登録者数 年５０人
年１９４
人

1,712
災害時要援護者
支援制度（障害
者）

要援護者登録
事務

新規登録者
数

年５０人 1,907

業
務
計
画

維
持

35
災害時要援護
者支援制度
（障害者）

避難支援プラ
ンの検討

開催回数 年3回 年０回 0
災害時要援護者
支援制度（障害
者）

制度推進アド
バイザーによ
る避難支援方
策の検討研修

開催地区 ２地区

業
務
計
画

予
算
な
し

36 総
障害者保健福
祉計画に関す
る事務

障害者の施策を総
合的、計画的に推
進し福祉の増進を
図る。

障害者
政
策
推進委員会
開催

年８回 年４回 年４回 190 ２回

適切に委員会を
開催し、第３期
計画の進捗状況
について協議し
た。

Ｂ
障害者保健福祉
計画に関する事
務

平成25年4月
から障害者総
合支援法の施
行となり、本
市の計画の対
応や検討を行
う。

障害
者

政
策

推進委員会
の開催回数

3回 8回 3回 328 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

36
障害者保健福
祉計画に関す
る事務

障害者保健福
祉計画推進委
員会の開催

開催回数 年4回 年2回 190
障害者保健福祉
計画に関する事
務

障害者保健福
祉計画推進委
員会の開催

開催回数 年３回 328
維
持

36
障害者保健福
祉計画に関す
る事務

障害者保健福
祉計画推進委
員会の計画進
行状況調査

庁内調整会議
の開催回数

年2回 年2回
障害者保健福祉
計画に関する事
務

障害者保健福
祉計画推進委
員会の計画進
行状況調査

庁内調整会
議の開催回
数

年２回

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

37 総
コミニケー
ション支援事
業

障害者の日常生活
支援

聴覚障
害者

政
策
派遣 随時 随時 随時 4,769

随時　
（411
回）

必要な相談に応
じ、支援をし、
適切に派遣をし
た。

Ａ コミニケーショ
ン支援事業

聴覚障害者等
に対し、意思
疎通を容易に
するため、手
話通訳者、要
約筆記者の派
遣を行う。

聴覚
障害
者等

政
策

派遣回数 350回 390回 430回 6,020 未 高 高 高
現状
維持

新
た
に
位
置
付
け

る なし
維
持

37
コミニケー
ション支援事
業

手話通訳者等
の派遣時の損
害保険契約の
保険料支払

支払回数 年１回 年１回 48
コミニケーショ
ン支援事業

手話通訳者等
の派遣時の損
害保険契約の
保険料支払

支払回数 年１回 49
維
持

37
コミニケー
ション支援事
業

手話通訳者、
要約筆記者の
派遣

派遣回数 年400回 年411回 1,644
コミニケーショ
ン支援事業

手話通訳者、
要約筆記者の
派遣

派遣回数 年350回 1,835
維
持

37
コミニケー
ション支援事
業

手話通訳者の
窓口配備

窓口配備日数 年245日 年245日 2,104
コミニケーショ
ン支援事業

手話通訳者の
窓口配備

窓口配備日
数

年244日 2,064
維
持

37
コミニケー
ション支援事
業

手話指導者等
の講習会の開
催

開催回数 2回 2回 40
コミニケーショ
ン支援事業

手話指導者等
の講習会の開
催

開催回数 2回 64
維
持

37
コミニケー
ション支援事
業

手話通訳者・
要約筆記者の
市外への派遣

交通費の支給
回数

年2回 年２回 2
コミニケーショ
ン支援事業

手話通訳者・
要約筆記者の
市外への派遣

交通費の支
給回数

年22回 44
維
持

37
コミニケー
ション支援事
業

手話通訳者・
要約筆記者の
派遣委託

派遣回数 年30回 年１２回 178
コミニケーショ
ン支援事業

手話通訳者・
要約筆記者の
派遣委託

派遣回数 年30回 270
維
持

37
コミニケー
ション支援事
業

手話講習会の
開催
（委託）

開催回数 年30回 年３０回 540
コミニケーショ
ン支援事業

手話講習会の
開催
（委託）

開催回数 年30回 540
維
持

37
コミニケー
ション支援事
業

要約筆記講習
会の開催
（委託）

開催回数 年8回 年８回 213
コミニケーショ
ン支援事業

要約筆記講習
会の開催
（委託）

開催回数 年8回 213
維
持

37
コミニケー
ション支援事
業

コミニケーショ
ン支援事業

手話通訳者養
成講座の開催

受講者数 年１５人 941

新
た
に
位
置
付

け
る

①事業実施主体
の最適化

1人以上
新規登録者
数 26

市民提案型協
働事業を通じ
て手話通訳者
の増加につな
げる。

維
持

37
コミニケー
ション支援事
業

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
コミニケーショ
ン支援事業

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件

予
算
な
し

38 総

地域活動支援
センター及び
相談・生活支
援事業

市町村が主体と
なって行なう地域
生活支援事業

障害者
政
策
委託事業所
数

１４事業所 １７事業所 １７事業所 206,515
１８事
業所

必要な相談に応
じ、適切に事務
を行った。

Ａ
地域活動支援セ
ンター事業及び
相談・生活支援
事業

地域活動支援セ
ンター、相談支
援事業、生活支
援事業において
日常生活上必要
な訓練、指導等
を行い生活の質
的向上を図る。

障害
者

政
策

委託事業所
数

18事業所 18事業所 18事業所 220,004 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

38

地域活動支援
センター及び
相談・生活支
援事業

地域活動支援
センターに係
る事務

委託料の支払
件数

年１１件 年１１件 144,127

地域活動支援セ
ンター事業及び
相談・生活支援
事業

地域活動支援セ
ンターに係る事
務

委託料の支
払件数

年１１件 149,683
維
持

38

地域活動支援
センター及び
相談・生活支
援事業

地域活動支援
センターに係
る事務

市外施設の支
払件数

年３１２
件

年２５１
件

14,827

地域活動支援セ
ンター事業及び
相談・生活支援
事業

地域活動支援
センターに係
る事務

市外施設の
支払件数

年１５６
件

15,881
維
持

38

地域活動支援
センター及び
相談・生活支
援事業

障害者への相
談事業の実施
（相談支援）

委託料の支払
件数

年３件 年３件 36,202

地域活動支援セ
ンター事業及び
相談・生活支援
事業

障害者への相
談事業の実施
（相談支援）

委託料の支
払件数

年３件 36,961
維
持

38

地域活動支援
センター及び
相談・生活支
援事業

障害児への相
談事業の実施
（相談支援）

委託料の支払
件数

年１件 年１件 6,000

地域活動支援セ
ンター事業及び
相談・生活支援
事業

障害児への相
談事業の実施
（相談支援）

委託料の支
払件数

年１件 12,000
維
持

38

地域活動支援
センター及び
相談・生活支
援事業

生活支援事業
委託料の支払
件数

年３件 年３件 5,359

地域活動支援セ
ンター事業及び
相談・生活支援
事業

生活支援事業
委託料の支
払件数

年３件 5,479
維
持

38

地域活動支援
センター及び
相談・生活支
援事業

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件

地域活動支援セ
ンター事業及び
相談・生活支援
事業

国に対し負担
金・補助金の申
請・報告

件数 年４件
維
持

39 総
訪問入浴サー
ビスに係る事
務

在宅重度障害者の
日常生活支援

在宅重
度障害
者

政
策
利用者 １５人 ２０人 ２０人 9,949 １７人

利用者数は目標
に届いていない
が、成果が出て
いる。

Ａ 訪問入浴サービ
スに係る事務

訪問により居
宅において入
浴サービスを
提供し、福祉
の増進を図る
ことを目的と
する。

障害
児
（者
）

政
策

利用者数 19人 20人 21人 11,875 未 中 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

39
訪問入浴サー
ビスに係る事
務

訪問入浴サー
ビスの事業に
係る事務

利用者数 20人 17人 9,949
訪問入浴サービ
スに係る事務

訪問入浴サー
ビスの事業に
係る事務

利用者数 19人 11,875
維
持

39
訪問入浴サー
ビスに係る事
務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
訪問入浴サービ
スに係る事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 1件
維
持
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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

40 総
ふれあい交流
会に関する事
務

障害者の社会参加
支援のため茅ヶ崎
市ふれあい交流会
を委託により実施

障害者
とその
家族

政
策
委託件数 年３件 年３件 年３件 1,287 年３件

障害者団体に委
託することによ
り、安全に実施
することができ
た。

Ａ ふれあい交流会
に関する事務

ふれあい交
流会を通し
て、障害
児・者の社
会参加とそ
の家族の親
睦を図る。

障害
者と
その
家族

政
策

委託件数 年3件 年3件 年3件 1,360 未 中 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

40
ふれあい交流
会に関する事
務

茅ヶ崎市ふれ
あい交流会の
開催
（委託）

委託料の支払
件数

年３件 年３件 1,287
ふれあい交流会
に関する事務

茅ヶ崎市ふれ
あい交流会の
開催
（委託）

委託料の支
払件数

年３件 1,360
維
持

40
ふれあい交流
会に関する事
務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
ふれあい交流会
に関する事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件

予
算
な
し

41 総
市障害者運動
会に関する事
務

障害者の社会参加
支援

対象者

定
例
定
型

開催件数 年１回 年１回 年１回 163 年1回

障害者団体に委
託することによ
り、安全に実施
することができ
た。

Ａ 市障害者運動会
に関する事務

障害者が身
体を動かす
ことによ
り、健康の
増進と交流
を図る。

障害
者

政
策

開催件数 年1回 年1回 年1回 254 未 中 高 高
現状
維持

位
置
付
け
な
い
が

取
り
組
み
を
進
め

る なし
維
持

41
市障害者運動
会に関する事
務

社会参加促進
事業 開催回数 １回 １回 163

市障害者運動会
に関する事務

社会参加促進
事業

開催件数 １回 254
維
持

41
市障害者運動
会に関する事
務

運動会開催・
運営協力

実行委員会の
開催回数

１回 ５回
市障害者運動会
に関する事務

運動会開催・
運営協力

実行委員会
の開催回数

１回

位
置
付
け
な
い

が
取
り
組
み
を

進
め
る

その他 30人以上
参加者の増
加数 25

実行委員会に
おいて内容
（種目、名称
の改善）や周
知方法を見直
す。

予
算
な
し

41
市障害者運動
会に関する事
務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
市障害者運動会
に関する事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件

予
算
な
し

42 総
社会参加促進
事業

在宅重度障害者の
社会参加と生活圏
拡大

在宅重
度障害
者

政
策
利用者数 ５０人 ５０人 ５０人 1,290 47人

必要な相談に応
じ、助成するこ
とにより、社会
参加が促進され
た。

Ａ 社会参加促進事
業

障害者等の
社会参加の
促進に必要
な事業を行
う。

障害
児
（者
）

政
策

助成件数 5件 5件 5件 964 未 中 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

42
社会参加促進
事業

リフト付き乗
用車の運行に
係る事務

委託料の支払
回数

年１回 年１回 628
社会参加促進事
業

リフト付き乗
用車の運行に
係る事務

委託料の支
払回数

1回 564
維
持

42
社会参加促進
事業

自家用車の改
造経費の助成

助成件数 年２件 年７件 662
社会参加促進事
業

自家用車の改
造経費の助成

助成件数 ３件 200
維
持

42
社会参加促進
事業

運転免許教習
費用の助成

助成件数 年２件 年０件 0
社会参加促進事
業

運転免許教習
費用の助成

助成件数 2件 200
維
持

42
社会参加促進
事業

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
社会参加促進事
業

国に対し負担
金・補助金の申
請・報告

件数 1件

予
算
な
し

43 総
更生訓練費支
給事務

身体障害者更生援
護施設入所者等の
更生訓練

身体障
害者の
施設入
所者

政
策
対象人数 ２０人 ２０人 ２０人 358 ６人

対象人数は減っ
ているが、適切
に事務を実施し
ている。

Ｂ 更生訓練費支給
事務

更生援護施
設等を利用
している障
害者の自立
支援を図
る。

障害
者

政
策

対象人数 13人 14人 15人 416 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

43
更生訓練費支
給事務

身体障害者へ
の更生訓練費
の支払

対象人数 20人 ６人 358
更生訓練費支給
事務

身体障害者へ
の更生訓練費
の支払

対象人数 １３人 416
維
持

43
更生訓練費支
給事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
更生訓練費支給
事務

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件

予
算
な
し

44 総
日常生活用具
給付事業

身体障害（児）者
の日常生活支援、
日常生活用具の給
付や住宅設備改造
の助成

身体障
害者

政
策
給付件数 年4,160件 年4,240件 年4,320件 39,400

年
4,138
件

申請に対し、適
切に事務を行
なった。

Ａ 日常生活用具給
付事業

日常生活用
具を給付す
ることに
で、障害児
者の自立を
支援する。

障害
児者

政
策

対象者 610人 642人 674人 47,041 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

44
日常生活用具
給付事業

重度身体障害
（児）者への
日常生活用具
の給付

給付件数
(対象者数)

4,240件
(518人)

4,138件
(442人)

39,400
日常生活用具給
付事業

重度身体障害
（児）者への
日常生活用具
の給付

給付件数
(対象者数)

610人 47,041
維
持

44
日常生活用具
給付事業

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
日常生活用具給
付事業

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 1件

予
算
な
し

45 総 移動支援事業
障害（児）者の日
常生活の支援

障害者
政
策
利用件数 年3,000件 年3,120件 年3,120件 　 79,573

年
2,933
件

ニーズは高く、
利用者も増加し
ている。

Ａ 移動支援事業

外出のための
支援を行うこ
とにより、地
域における自
立生活及び社
会参加を促す
ことを目的と
する。

障害
児者

政
策

利用件数 3100件 3150件 3200件 　 85,695 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

45 移動支援事業
移動支援に関
する支給決定

利用件数
年3,120
件

年2,933
件

79,573 移動支援事業
移動支援に関
する支給決定

利用件数 3100件 85,695
維
持

45 移動支援事業
国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件 移動支援事業
国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 1件

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

46 総
日中一時支援
事業

障害（児）者の日
常生活の支援

障害者
政
策
利用件数 年2,150件 年2,220件 年2,220件 　 40,559

年
3,190
件

事業者数が限ら
れているが、
ニーズは高く、
利用者も増加し
ている。

Ａ 日中一時支援事
業

日中における
活動の場を確
保し、家族の
就労支援及び
一時的な休息
を目的とす
る。

障害
児者

政
策

利用件数 2870件 2900件 2930件 　 40,080 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

46
日中一時支援
事業

日中一時支援
に関する支給
決定

対象件数
年2,220
件

年3,190件
（看護職員
加算含む）

40,559
日中一時支援事
業

日中一時支援
に関する支給
決定

利用件数 2870件 40,080
維
持

46
日中一時支援
事業

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 年４件 年４件
日中一時支援事
業

国に対し負担
金・補助金の
申請・報告

件数 1件

予
算
な
し

47 総
生きがい会館
の管理

生きがい会館の施
設管理

生きが
い会館
利用者

定
例
定
型

委託契約件
数

年７件 年７件 年７件 3,497 年7件

適切に事務を
行っており、す
でに成果がでて
いる。

Ａ 生きがい会館の
管理

施設の維持
管理をす
る。

管理
業
者、
入居
事業
者

定
例
定
型

委託契約件
数

年7件 年7件 年7件 3,736 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

47
生きがい会館
の管理

施設管理消耗
品の購入及び
取付交換

購入回数 年２回 年０回 0
生きがい会館の
管理

施設管理消耗
品の購入及び
取付交換

購入回数 年２回 30
維
持

47
生きがい会館
の管理

施設管理に要
する光熱水費
の支払

支払回数 年１２回 年１２回 1,977
生きがい会館の
管理

施設管理に要
する光熱水費
の支払

支払回数 年１２回 2,112
維
持

47
生きがい会館
の管理

施設維持のた
めの修繕

修繕回数 年２回 年２回 216
生きがい会館の
管理

施設維持のた
めの修繕

修繕回数 年２回 200
維
持

47
生きがい会館
の管理

施設管理に関
する各委託業
務に係る支払

委託契約件数 7件 7件 1,304
生きがい会館の
管理

施設管理に関
する各委託業
務に係る支払

委託契約件
数

7件 1,394
維
持

48 総
障害者手帳の
交付に関する
事務

身体障害者手帳、
療育手帳、精神障
害者保健福祉手帳
の交付に関する事
業

身体障
害者手
帳所持
者他

定
例
定
型

交付件数 年7800件 年7850件 年7900件
年
8,216
件

新規、変更、更
新の申請等つい
て事務管理を適
切に行った。

Ａ 障害者手帳の交
付に係る事務

障害者の証
明として、
障害福祉を
推進するた
め、障害者
手帳を交付
する。

障害
者

定
例
定
型

交付申請件数 1,900件 1,950件 2,000件 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし

予
算
な
し

48
障害者手帳の
交付に関する
事務

身体障害者手
帳に関する事
業全般

身体障害者手
帳の交付件数

年600件 年627件
障害者手帳の交
付に係る事務

身体障害者手
帳に関する事
業全般

身体障害者
手帳の交付
件数

年620件

予
算
な
し

48
障害者手帳の
交付に関する
事務

療育手帳の交
付に関する事
業全般

療育手帳の交
付件数

年250件 年259件
障害者手帳の交
付に係る事務

療育手帳の交
付に関する事
業全般

療育手帳の
交付件数

年260件

予
算
な
し

48
障害者手帳の
交付に関する
事務

精神障害者保
健福祉手帳の
交付に関する
事業全般

精神障害者保
健福祉手帳の
交付件数

年1000
件

年1,207
件

障害者手帳の交
付に係る事務

精神障害者保
健福祉手帳の
交付に関する
事業全般

精神障害者
保健福祉手
帳の交付件
数

年1,020
件

予
算
な
し

48
障害者手帳の
交付に関する
事務

手帳所持者数 交付件数
年7,850
件

年8,216
件

障害者手帳の交
付に係る事務

手帳所持者数 交付件数
年7,850
件

予
算
な
し

49 総
神奈川県在宅
重度障害者等
手当の支給

神奈川県在宅重度
障害者等手当の支
給に関すること

手当支
給対象
者

定
例
定
型

対象人数 3000人 200人 210人
２３８
人

適切に事務を
行っており、成
果がでている。

Ａ
神奈川県在宅重
度障害者等手当
の支給

手当の支給
により、在
宅重度障害
者の福祉の
増進を図
る。

手当
支給
対象
者

定
例
定
型

対象者数 260人 270人 280人 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし

予
算
な
し

49
神奈川県在宅
重度障害者等
手当の支給

神奈川県在宅
重度障害者等
手当の支給に
関すること全
般

対象者数 200人 238人
神奈川県在宅重
度障害者等手当
の支給

神奈川県在宅
重度障害者等
手当の支給に
関すること全
般

対象者数 260人

予
算
な
し

50 総
心身障害者扶
養共済制度に
関する事務

心身障害者扶養共
済制度に関するこ
と

障害者
の保護
者他

定
例
定
型

申請受理件
数

年１５件 年１５件 年１５件
年１２
件

申請受理件数は
目標を達成して
いないが、申請
に対して適切に
事務を行った。

Ａ
心身障害者扶養
共済制度に関す
る事務

心身障害者の保
護者の相互扶助
に基づき、保護
者が死亡したと
きなどに心身障
害者の生活の安
定と福祉の増進
を図る。

障害
者障
害者
の保
護者

定
例
定
型

申請受理件
数

15件 15件 15件 未 高 高 高
現状
維持

な
し

なし

予
算
な
し

50
心身障害者扶
養共済制度に
関する事務

心身障害者扶
養共済制度に
関すること全
般

申請受付件数 年15件 年12件
心身障害者扶養
共済制度に関す
る事務

心身障害者扶
養共済制度に
関すること全
般

申請受付件
数

年15件

予
算
な
し

51 総
巡回更生相談
に関する事務

重度身体障害者を
対象とした巡回更
生相談に関するこ
と

障害者

定
例
定
型

開設日数 年１２日 年１２日 年１２日 12日
開設日数は目標
を達成し、成果
が出ている。

Ａ 巡回更生相談に
関する事務

補装具の相
談と交付申
請を受理す
る。

障害
者

定
例
定
型

開設回数 年12回 年12回 年12回 未 中 高 高
現状
維持

な
し

なし

予
算
な
し

51
巡回更生相談
に関する事務

巡回更生相談
に関すること
全般

窓口開設日数 年１２日 年１２日
巡回更生相談に
関する事務

巡回更生相談
に関すること
全般

開設回数 年12回

予
算
な
し

52 総
各種公共サー
ビスに関する
事務

各種公共サービス
に関する事務

重度障
害者の
介助者

定
例
定
型

申請受理件
数

年2800件 年2800件 年2800件
年
2,706
件

交付件数は目標
を達成していな
いが、成果が出
ている。

Ａ 各種公共サービ
スに係る事務

公共機関におい
て、障害者の対し
各種割引サービス
などを行っている
が、市において手
続きの取り次ぎを
行い、福祉の増進
を図る。

障害
者

定
例
定
型

申請受理件
数

1,750件
（2,760
件）

1,750件
（2,800
件）

1,750件
（2,800
件）

未 中 高 高
現状
維持

な
し

なし

予
算
な
し

52
各種公共サー
ビスに関する
事務

バス運賃割引
証の交付

交付件数 年800件
年1,072
件

各種公共サービ
スに係る事務

バス運賃割引
証の交付

交付件数
年800件
（年1,080
件）

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

52
各種公共サー
ビスに関する
事務

有料道路通行
料金割引のた
めの証明の発
行

発行件数 年700件 年792件
各種公共サービ
スに係る事務

有料道路通行
料金割引のた
めの証明の発
行

発行件数
年700件
（年800
件）

予
算
な
し

52
各種公共サー
ビスに関する
事務

有料道路通行
料金割引（Ｅ
ＴＣ）のため
の証明の発行

発行件数（有
料証明の発行
の内数）

年500件 年630件
各種公共サービ
スに係る事務

有料道路通行
料金割引（Ｅ
ＴＣ）のため
の証明の発行

発行件数
（有料証明
の発行の内
数）

年500件
（年630

件）

予
算
な
し

52
各種公共サー
ビスに関する
事務

ＮＨＫ受信料
減免証明の交
付及び相談

交付件数 年250件 年212件
各種公共サービ
スに係る事務

ＮＨＫ受信料
減免証明の交
付及び相談

交付件数 年250件

予
算
な
し

52
各種公共サー
ビスに関する
事務

ＮＨＫ受信料
減免対象者の
現況確認

確認件数 年800件
年1,234
件

各種公共サービ
スに係る事務

ＮＨＫ受信料
減免対象者の
現況確認

確認件数 年800件

予
算
な
し

52
各種公共サー
ビスに関する
事務

水道料金減免
対象者現況確
認

確認件数
年2,500
件

年3,171
件

各種公共サービ
スに係る事務

水道料金減免
対象者現況確
認

確認件数
年2,500
件

予
算
な
し

53 総
福祉ホーム事
業

低額な料金で利用
できる福祉ホーム
事業を運営する法
人に対する運営費
の補助

医療法
人等

政
策
サービス利
用者

1人 1人 １人 1,203 ２人

年度途中で利用
者が1名増え
た。必要なサー
ビス量を提供し
ている。

Ａ 福祉ホーム事業

低額な料金で
利用できる福
祉ホーム事業
を運営する法
人に対する運
営費の補助

医療
法人
等

政
策

利用件数 1人 1人 １人 1,487 未 中 高 高
現状
維持

な
し

なし
維
持

53
福祉ホーム事
業

居室の提供 利用件数 1人 ２人 1,203 福祉ホーム事業 居室の提供 利用件数 1人 1,487
維
持

54 総

三市一町にお
ける障害福祉
サービス地域
拠点事業所配
置事業

支援困難ケースに
対するサービス提
供の体制整備を図
る。

障害者
政
策
- - - - 295 ２人

25年1月より事
業開始し、広域
連携を図り毎月
支援協議会を開
催しており、適
切に事務を実施
している。

Ａ
三市一町におけ
る障害福祉サー
ビス地域拠点事
業所配置事業

支援困難
ケースに対
するサービ
ス提供の体
制整備を図
る。

障害
者

政
策

サービス登
録者

10人 12人 14人 8,717

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
な
し

あり

幹事市とし
て事業を円
滑に効果的
に進める。

維
持

54

三市一町にお
ける障害福祉
サービス地域
拠点事業所配
置事業

三市一町で開
催する支援協
議会にて協議
し登録する。

サービス登録
者

２人 2人 295

三市一町におけ
る障害福祉サー
ビス地域拠点事
業所配置事業

三市一町で開
催する支援協
議会にて協議
し登録する。

サービス登
録者

10人 8,717

業
務
計
画

維
持

55 総
障害福祉相談
員事業

障害者が安定した
地域生活が送れる
よう、障害福祉相
談員を設置し、電
話による相談を実
施

障害者
政
策
相談件数 530人 530人 4 686件

適切に事務を
行っており、成
果がでている。

Ａ 障害福祉相談員
事業

障害者の安定した
地域生活を支える
ため相談等を行う
とともに、市民の
障害福祉に関する
理解を深め、障害
福祉全般の増進を
図る。

身体、
知的障
害者お
よび介
護者

政
策

相談件数 530件 530件 530件 214 未 高 高 高 拡大
な
し

なし
維
持

55
障害福祉相談
員事業

電話相談の実
施

相談件数 530件 686件 4
障害福祉相談員
事業

電話相談の実
施（活動保険
料）

相談件数 530件 4
維
持

55
障害福祉相談
員事業

障害福祉相談員
事業

謝礼 支払回数 年2回 210
維
持

701 総

障害者支援施
設の建設費の
助成・相談に
関する事務

障害者支援施設の
建設費の助成

社会福
祉法人
等

政
策
相談件数 年１件 年１件 年１件

予
算
な
し

701

障害者支援施
設の建設費の
助成・相談に
関する事務

(事業№１に
統合)

(事業№１に
統合)

予
算
な
し

702 総

県障害児
（者）ケース
ワーカー連絡
協議会に係る
事務

障害児(者）に関す
る連絡会議

障害児
(者）

政
策
参加回数 年１回 年１回

予
算
な
し

702

県障害児
（者）ケース
ワーカー連絡
協議会に係る
事務

(事業№１に
統合)

(事業№１に
統合)

予
算
な
し

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波等伴う諸
現象による同時多
発的災害が発生し
た場合に、被害を
軽減し、応急対策
活動を課として迅
速的確に対処す

全市民
等

定
例
定
型

災害応急対策活
動

災害時を想定し、
マニュアルの検証
と見直しを行うと
ともに、障害児
（者）に対し適切
に対応できるよう
に、関係機関と連
携し体制を整備す
る。

障害
児
（者
）

定
例
定
型

マニュアル
検証回数

1 1 1
な
し

なし

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルおけ
る課（班）の
活動内容の検
証及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ６月
災害応急対策活
動

部の災害応急対
策活動マニュア
ルおける課
（班）の活動内
容の検証及び見
直し

マニュアル
の検証及び
見直し

６月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

障害福祉課が
所管する施設
の被害状況調
査及び応急対
策に関するこ
と（災害発生
時）

施設の被害状
況調査及び応
急対策

随時 年０回
災害応急対策活
動

障害福祉課が所
管する施設の被
害状況調査及び
応急対策に関す
ること（災害発
生時）

施設の被害
状況調査及
び応急対策

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

災害時の心身
障害児（者）
の保護に関す
ること（災害
発生時）

障害児（者）
の保護

随時 年０回
災害応急対策活
動

災害時の心身障
害児（者）の保
護に関すること
（災害発生時）

障害児
（者）の保
護

随時

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 4,041,927 4,041,927 25年度 26年度 27年度 4,234,470 4,234,470

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

障害福祉課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 障害者の自立した生活と社会参加を支援する

障害福祉課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

888
災害応急対策
活動

災害時の手話
通訳者派遣、
ガイドヘル
パー派遣等に
関すること
（災害発生
時）

手話通訳者等
の派遣

随時 年０回
災害応急対策活
動

災害時の手話通
訳者派遣、ガイ
ドヘルパー派遣
等に関すること
（災害発生時）

手話通訳者
等の派遣

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

障害者に対す
る援護に関す
ること（災害
発生時）

障害者の援護 随時 年０回
災害応急対策活
動

障害者に対する
援護に関するこ
と（災害発生
時）

障害者の援
護

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

社会福祉事業
団との連絡調
整に関するこ
と（災害発生
時）

社会福祉事業
団との打合せ
回数

随時 年０回
災害応急対策活
動

社会福祉事業
団との連絡調
整に関するこ
と（災害発生
時）

社会福祉事
業団との打
合せ回数

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

障害者の緊急
受入施設とし
てつつじ学園
及びふれあい
活動ホームの
運営に関する
こと（災害発
生時）

つつじ学園等
の緊急受入に
ついて

随時 年０回
災害応急対策活
動

障害者の緊急受入
施設としてつつじ
学園及びふれあい
活動ホームの運営
に関すること（災
害発生時）

つつじ学園
等の緊急受
入について

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

災害時の障害
者受け入れ協
定に基づく協
定先との連絡
調整

連絡調整 年１回 年１回
災害応急対策活
動

災害時の障害
者受け入れ協
定に基づく協
定先との連絡
調整

連絡調整 年１回

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

災害時の障害
者受け入れ協
定に基づく応
援要請（災害
等発生時）

福祉避難所へ
の応援要請及
び職員派遣

随時 年０回
災害応急対策活
動

災害時の障害
者受け入れ協
定に基づく応
援要請（災害
等発生時）

福祉避難所
への応援要
請及び職員
派遣

随時

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

高齢者等の安
否確認方法の
再検証

安否確認方法
の再検証

平成２５
年３月

平成２５
年３月

災害応急対策活
動

高齢者等の安
否確認方法の
再検証

安否確認方
法の再検証

平成２６
年３月

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務

庁内共通事務のと
りまとめや庁内外
の照会回答を行
う。

定
例
定
型

消耗品、燃料
費、食糧、修
繕、通信、手
数料

794 794 庁内共通事務

定
例
定
型

消耗品、燃料
費、食糧、修
繕、通信、手
数料

749 749
維
持


